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景気変動 と雇用調整:日 本に関す る研究展望*

且 は じ め に

村 松 久 良 光

ユ987年から1991年 にわたる大きな好況期の後,長 引 く不況の下で93年春から

の円高が加わ り,名 だたる大企業における.人員削減計画や実施が93年 から94年

の春にかけてひんぱんに新聞に載 った。また今後,こ れまでのような成長は期

.待できないこと,中 長期的には高齢化が進行することなどから,「終身雇用」

に代表される日本の雇用慣行が変わりつつあり,ま た変わるべきであるという

論調が広まっている。

雇用に関する企業行動が,最 近,変 わったかどうかを確かめるにはもう少 し

今後の推移を見守る必要があろう.。ただ,こ れまでも第一次石油危機後や円高

不況時にはこのようなことが言われてきた』深刻な不況期をも含む景気変動を

通 して日本企業の雇用行動はどうであったのか。この点に関する認識が,研 究

者の間で も必ずしも同じでないように思われる。以下では,生 産の変動に対す

る視点からこれまでどのように分析され,認 識されてきたか,そ してどの点が

まだ明確になっていないのかを,主 として日本に関する研究を振 り返って整理

し,今 後の研究方向に関して若干の示唆を示したい1,。

*本 稿 は1994$3月,関 西経済研究 センター 「関西労働 委員会」 にお ける報告に検討 を加え,短

縮 した もので ある。

1)日 本の労働市場 に関 して埴 田 ・吉川 〔1984〕,神 代 〔1986〕,丁麗hibanaki〔1987〕 は,低 い失

業率に示 され る良好 な成果 を 「伸縮性」 とい う視点か ら,そ れ までの文献 を展望 してい る。本稿

では,今 回の不況局面 を背景 に,雇 用調整 をめ ぐる企業行動 に焦点 を合わせて展望 を試み る.
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H雇 用関数による接近

2-1典 型 的 な雇 用 関 数

雇 用 と生 産 の 関係 を計 量 的 に測 定 す るの に よ く行 なわ れ て きた 方 法 は,次 の

..よ うな 雇用 関数 を想 定 し,あ る期 間 の デ ー タに 当 て は め てそ の係 数 か ら調 整 速

度 や,雇 用 の生 産 弾 力 性 を推 定 す る仕 方 で あ る 。

雇 用 関 数 に は い くつ か の タ イ プが あ るが,生 産量 と前 期 の雇 用 量 を基 本 の 変

数 と して,そ れ以 外 に賃 金 ・製 品 価格 比 ま た は 賃 金 ・資 本 コス ト比 や トレ ン ド

項 を 加 え る次 の よ うな タ イ プの 雇 用 関 数 が 典 型 的 で あ る。

logN,=ao十a,.logX,一aylog(W/C)r-a,7「 十a,logハ み_ユ(1)

こ こで1Vは 雇 用 人員,Xは 生 産量,(W/C)は 賃 金 ・資 本 コ ス ト比,τ は ト

レン ド項 を 示 す 。

この 雇 用 関 数 の背 後 に は,次 の よ う な企 業行 動 が想 定 され てい る。 短 期 的 に

は,企 業 は 市場 の 製 品需 要 量 に応 じて 生 産 量 を調 整 す る。 それ に必 要 な労働 投

入 量 に つ い て は,労 働 時 間や 作 業 ス ピー ドそ して 雇 用 人 員で 調 整 す る。 雇 用 人

員 の 調 整 に は採 用 や 解 雇 な ど の調 整 費 用 が か か るた め に即 座 に は行 わ ない 。 い

ま,あ る生 産 量 に対 して 必 要 な労 働 投 入量 をLと す る と,企 業 は次 の よ う な調

整 関 数 にそ って 雇用 人 員 を決 定 す る,と 想 定 され る。

且ogハゐ一logハr,_1=λ(logG,一logハ1}己)(2)

この 式 は 対 数 で 測 った 必要 量 との 雇 用 ギ ャ ップ に対 して,雇 用 調 整 速 度 λ(0

<λ<1)の 割合 だ け今 期 の 雇用 人 員 を部 分 的 に調 整 す る こ とを意 味 レて い る。

一 方
,必 要 労働 投 入量 は生 産量 と労 働 生 産 性 に よ って 決定 さ れ る。 労 働 生 産

性 は労 働 節 約 的 な技 術 の採 用 な ど に よ り長 期 的 に変 化 す る。 そ れ はtと して労

働 か ら機 械 へ の 代 替 で あ る か ら,機 械 を 導 入 す る資 本 コ ス.トCに 比 べ て 賃 金

膵 が 高 くな るに つ れ て促 進 さ れ る。 そ れ 以 外 に,新 技術 の 出現 や 生 産 方 法 の

改 善 な ど に よ る労 働 生 産 性 の 上昇,お よ び所 定 内労 働 時 間 の 長 期 的 な短 縮 に よ

る雇 用 効 果 な ど は トレ ン ド項 に よ っ て捉 え られ る と想 定 して,(め 式 が導 か れ



て い る 。
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2』2調 整 関 数 の 導 出

雇 用 関 数 の推 定 か ら,(1)式 の茄 期 雇 用 量 の係 数 σ、を用 い て 調 整 速 度 λ を

計 算 し,こ の 大 き さに よ って必 要 な雇 用 量 まで の 速 度 を 測.る。 で は こ の係 数 は

何 に依 存 す るの か 。 それ は(2)式 の部 分 調 整 関 数 の 背 後 に あ る企 業行 動 と費用

構 造 に関係 す る。

そ もそ も企 業 は なぜ即 座 に雇 用 人 員 を必 要 量 まで に調 整 しな い のか 。 それ は

採 用 や 解 雇 な ど雇 用 人 員 の変 え る の に コス トが か か る か らで あ ろ う。 一 方,雇

用 量 を変 えず に必要 労 働 量 を確 保 しよ う とす れ ば,既 存 の 従 業 員 の労 働 時 間 を

延 長 した り,作 業速 度 を変 えね ば な らない 。 また,企 業 内 に 余分 の労 働 を抱 え

込 ん で お れ ば,そ の分 に対 して も固 定 的 な 賃 金 費 用 は か か る。 後 者 の企 業 内 に

お け る一 人 当 た りの 賃金 お よ び付 加 給 付 な どの 労働 費 用 は,残 業 割 り増 しや 長

時 間労 働 の 能 率 低 下 を 考 慮 す る と,労 働 時 間 当 た りの 労 働 費 用 を 最 小 に す る

「最 適 労 働 時 間」 が あ り,そ の 前 後 で 上 昇 す る と考 え られ る。 今,最 適 な労 働

時 間 か ら乖 離 が あ る とす る と,そ の ま ま続 け ば 毎期 そ の 分 の コ ス トが か か る。

そ の コス トと雇 用 量 を調 整 す る費 用 を 比較 して,そ の両 者 をあ わ せ た 費 用 が 最

小 に な る よ うに決 め る,と 想 定 で き る。

た だ,こ れ だ けの 想 定 で は(2)式 の よ うな簡 単 な調 整 関 数 は導 出 で きな い 。.

詳 しい 展 開 は省 くが,雇 用 量 の 変 化 率 に 関 して2次 関 数 とな る調 整 費用 関 数 を

想 定 しな い ζ明 示 的 に は 導 出 で き な い こ とが わ か っ て い る%そ の と き,調 整

速 度 λは,労 働 時 間 が 最 適 時 間 か らの乖 離 に よ って 上 昇 す る費 用 が大 きい ほ ど

上 昇 し,雇 用 調 整 費 用 の 上 昇度 が 大 き い ほ ど低 下 す る こ とが 導 出 され る。

で は,2次 関 数 の 調 整 関 数 が現 実 的で あ るか ど うか 。 この 点 は あ ま り議 論 さ

れ て お らず,も っぱ ら(2)式 の よ う な簡 単 な線 形 の調 整 関数 を導 出す るた め の

便 宜 と して 想 定 さ れ た とみ て よ い 。 実 際 の 雇 用 量 の 調 整 の仕 方 を み る と,雇

2)Go,dd〔1968〕,村 桧 〔1983〕,Hamemlesh〔199言〕を参照されたい。
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用 を増 加 させ る とき と減 少 さ せ る と きで は異 な っ た り,ま た,企 業 レベ ルで の

雇 用調 整 で は,経 営 危 機 の 場 合 に は 一気 に1か ら2割 の削 減 を行 う な ど,(2)

式 で 想定 され てい ない よ うな ケー ス も見 られ る 。 そ の よ う な調 整 行 動 は,調 整

量 に 関 係 しな い 「一 括 の 調 整 費 用 」 な ど の 想 定 に よ っ て 導 出 さ れ る こ とが

Hamermesh〔1989〕,〔1993〕 で 明 らか に され て い る。 こ の 点 は,以 下 で 企 業

レベ ルの 雇 用調 整 を問 題 にす る と きに触 れ よ う。

m推 定結果の比較検討

前 節 で は,最 も簡単 で典 型 的 と思 わ れ る雇 用 関 数 を 説 明 した が,実 際 に は企

業 の予 想 形 成 の 仕 方や,労 働 時 間や 資 本 ス トック な どの 他 の 生 産 要 素 との 関連

な どを考 慮 す る種 々 の タ イ プが あ りうる。 また 実 証 分 析 も日本 に関 して は そ れ

ほ どで は な いが,米 国 を 中心 と して枚 挙 に暇 が な い ほ ど多 い 。 幸 い,労 働 需 要

に 関 す る第1人 者 で あ るHamermeshが 最 近LaborDemand〔1993〕 と題 し

た 本 を 出 し,最 近 まで の 多 くの 文献 を 問題 タイ プ別 に批 判 的 に展 望 して い る 。

こ こで は そ れ を参 考 に しなが ら,日 本 に関す る研 究 に絞 っ て どこ まで 明 らか に

な り,ま た な って い ない か をみ て い こ う。 そ の際,雇 用 関 数 の 推 定 自体 よ りも

雇 用 調 整 の あ り方 に注 目す る。

3-1雇 用人員 と労働時間の関係.

雇用関数を用いて調整速度を国際比較 した 日本で最初の論文が篠塚 ・石原

〔1977〕である。その時期は,第1次 石油危機後の不況下で企業が余剰人員を

抱え,人 員削減をしつつある時であった。企業の経営者は日本だけが 「終身雇

用慣行」の下で解雇が制限されているのはおか しい,と いう発言をしていた時

期である。この論文では,雇 用人員と,延 べ労働時間で測った労廟投入量をそ

れぞれ被説明変数として,.日 本,米 国,イ ギリズ,西 ドイツの製造業に関して

月次データを使って推定した。そこから,雇 用人員では日本は確かに米国に比

べれば調整速度は遅いが,.イ ギリスや西 ドイツとはそれほど変わらず,米 国だ
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ぢ

けが飛び抜けて大きいことを明らかにした.

では調整がなされていないかというと,労 働投入量の調整速度を比較すると,

日本は米国ともそれほど違いがない。米国は人員で,日 本は労働時間に頼 る調

整 という特徴はあるが,労 働投入量に関して調整はしている,と いう含みを示

した点に意味があった。

簡単な推定式ではあったが,こ の論文での主要な2つ の発見は,今 で も十分

通用する。Hamermesh〔1993〕 の第7章 では;こ れまで行われた数多 くの推

定結果を吟味 して,確 かな実証結果を7'つにまとめ.ている。そのなかのひとつ.

は労働時間が雇用.人員よりも速 く調整されることであり,も うひとつは,他 の.

先進国のなかでも米国がとりわけ速いことである%『

雇馬人員 と延べ労働時間に分けての推定式では,労 働時間と雇用人.員との代

替関係は明示的には出ていないという批判がよくある。しかし,そ れはある意

味では当然である。前節で雇用関数を導出する説明をしたように,あ る生産量

を達成するのに,必 要労働量を労働時間や作業速度などの内部の調整で行 うか,

人員で調整するかの比較考量から調整関数が導かれているわけであるから,雇

用人員の調整が遅いということはその裏では労働時間や作業速度で調整されて

いることを意味 している。

では,労 働投入量を被説明変数にしたときの調整速度ぽ何を意味するのか。

内部には作業速度だけが残る。.労働投入量に関しても調整速度が ユより小さい

ということは,作 業速度が生産量とともに変動している。生産量が減少 してい

3)雇 用調整速度の国際比較に関 しては,そ の後,小 野 〔1985〕は,賃 金 の調整機能 を比較す ると

い う文脈のなかで はあるが,弓 こ体の雇用者 数 と製造業 に関 してU本 が遅 い とい う結果 を導 き,

「終身制」に よるとい う解釈 を与 えてい る。ただ,イ タリアや イギ リスも日本 とそれほ ど違 いは

ない.水 野 〔1986〕も全雇用 者 と延 べ労働 時間に関 して推定 し,日 本 とイギ リスが調整速度が遅

.く,カ ナダ,ア.メ リカ,フ ランスが速い とい う結 果を得 ている.ま た.黒 坂 〔1998〕ぽ,製 造業

に関 して雇用人員 と延べ労働 時間で 推定 し,ア メ リカがと くに大 き く,日 本,7ラ ンス,イ タリ

アが小 さい とい う結果を得ている。ただ し,生 産量 と前期 の雇用 量の係数が同一 とい う係数制約

をつ けた推定であ るが。黒坂 ⊂1988〕では,日 本 に関.して】973年以前 と74年 以降(85年 まで)に

期間 を分 けて推定す ると,後 者 のほ うが調整速度が半分 ほどに低下する,と い う興味深い結 果を

出 している。 この ような結 果は,経 済企画 庁編X1992〕 にお いて も得 られて いる(p.261)。 こ

の点に関 しては、後に触れよ う。

鰯

網
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.る と きに は,平 均 の 作 業 速 度 は ゆ っ く りと な り,一 部 の 人 は 「遊休 化 」 して い

るか も しれ ない 。 作 業 速 度 の調 整 に 関 して は 明示 的 な費 用 が 想 定 しに くい 。 費

用 か らの接 近 に は 限 界 が あ り,「 暗 黙 の 雇 用 契 約 」 な どの企 業 内 で の 労 働 者 と

経 営 側 との や りと りが む しろ 重要 で あ る こ と を示 唆 す る4,。

労 働 時 間 と雇 用 人 員 の 調 整 に 関 す る 日米 の 違 い を 再 度 検 討 す るた め に,.

AbrahamandHouseman〔1989〕 は,特 定 の 調 整 費 用 関 数 を想 定 した 雇 用 関

数 は制 限 的 だ と考 え て,む しろ特 定化 せ ず,雇 用 量 の変 化 率 を過 去 の生 産 の変

化 率 の流 列 で 説 明 す る推 定 式 に よ って行 っ た。 そ こで の 発 見 は基 本 的 に先 の結

果 と同一 で はあ るが,日 本 の 労働 時 間 の調 整 は,人 員 の 遅 い 調 整 を補 って余 る

ほ ど大 き く もな く,米 国 とそ れ ほ ど変 わ らな い とい う点 と,雇 用 者 を 男女 別 に

分 け て推 定 して,日 本 で は と くに女 性 の 方 が調 整 が 速 い こ と を強 調 した点 が,

目新 しい5〕。

3-2産 業別の雇用調整

なぜ 日本や ヨーロッパの諸国で雇用人員の調整が遅 く,米 国で速いのか。そ

れに対 しては1調 整速度に影響する時間調整のコス ト上昇要因として,残 業割

増 し率の違いや,人 員調整のコス ト要因として米国の先任権制度に基づくレイ

オフ・リコール制の存在,一 方,日 本における 「終身雇用慣行」や解雇に対す

る労働組合の抵抗,ヨ ーロッパ諸国における解雇規制や操業短縮手当ての存在

などが指摘されてきた%

4〕 労働時間 の調整 を明示的 に組み込 むた めに、労働時 間の変更 に関 して も調整費用がかか ると し

て,モ デルを一般化する試みが山本 〔1982〕である。 それ はそれで よいが,生 産量 を外生 に して

その生産量が達成 されてい ることを前提 しているか ぎ り,生 産が急拡大 した とき,や は り先の作

業速度 の調整 の問題が出て くる。残念 ながらそ.の点が意識化 されてい なか った。

5}な お,こ の二人はその後 ドイツと米国 の比 較 〔1993的 や,ド イツにベルギー,フ ラ ンスを加

えて,ヨ ー ロ ッパ に於け る解雇の予 告期 間の設定や操業 煙簾や時間調整に対する補助金支給 の雇

用調整 への効果 を精 力的に分析 している 〔19936〕。 そこで は.い ろい ろ理論 的な問題点 はある

としても基本 的な結果は変わ らない として,再 び篠塚 ・石原D977〕 のや り方を採 用 している こ

とを付 け加 えてお こう。

6}鈴 木 〔1993ユが最近の欧米の雇用調整 と解雇制限につ いて説明 してい る。

噛
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.このような制度の違いによって説明してしまう前に,そ もそ も,必 要な労働

量を調達するのになぜ人と時間を分けねばならないのか1ま た企業外部からの

調達 と内部の労働をなぜ区別するのか,と いう基本的な問いに答えねばならな

い。このようなことは現代の.企:業の仕組みでは当然のことに思われようら しか

し現代で も定型化 した土木工事であれば,一.淀 の作業量だけを問題 としてだれ

が何時閲するか ということはそれほど問わないであろう。仕事に必要な技能の

特性が重要である。

技能の特性か ら雇用調整費用からの説明を最初に試みたの億,か の有名な.

of〔1962〕 の 「準固定的な要素 としての労働」であった。oの 説明の基本は

「企業に特有な技能」の存在を想定す ることによって,企 業内の労働と外部の

労働 とを区別したことである孚企業に特有な技能はその企業で しか養成されず,

企業がその訓練費用の一部を負担する。それゆえ内部の労働者を大事にし.必

要労働量の変動に対 して雇用人員の変動を少なくすることが,企 業にとって合

理的な行動 となる。

「個別企業に特有な技能」はその性格上,直 接的に測る指標を見つけるのは

困難である。ただ,こ のような技能の特性は,基 本的には産業の技術的な特性

に関連してい.るであろうから,産 業別に調整速度は.異なり,逆 に国が違って も

同種の産業では似てくると考えられる。ただし,雇 用調整の仕方は,労 働者の

技能特性だけで一..義的に決まるものではない。内部労働者の雇用をいかに守る

かに関する,経 営側 と労働組合との取 り決めや慣行が関係 してこよう。

米国の組合は,だ れから解雇されるかに関して経営側か らの恣意性を嫌い,

自分たちで レイオフ(一 時解雇)の 順番を 「先任権(職 場または工場における

勤続年数)の 逆順」に決め,再 び採用がある時には,先 任権順に再雇用される

優先権を確保 した。その代わ り,何 人レイオフす るかの権限は,事 業所閉鎖な

.ビの特別な場合を除いて,経 営側に委ねたという。

一方,日 本の組合は戦後の大争議に見られたよう忙,組 合員全体の雇用保障.

を重視 し,人 員整理自体に対 して激 しく抵抗 した。 しか し,人 員整理が止むを
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得 ない とな った と き,そ の順 番 は前 以 て 決 め られ て い な い し,組 合 と.して は決

め られ な か った 。経 営 側 もま た従 業.員の雇 用 保 障 を大 事 に す る姿 勢 を示 して き

た。

.こ の よ うに米 国 と 日本 で は 「雇 用 保 障 に関 す る労 働 組 合 の 政 策 」 が対 照 的で

あ り,そ れ が 両 国 の 雇用 調 整 の違 い に反 映 す る ので あ ろ う。

産 業 別 に雇 用 関 数 を推 定 し,そ こか ら種 々の 仮 説 を検 討 す る こ とが 欧 米 で は

か なb以 前 か ら行 な わ れ て きた 。Miller〔1971〕 は,Oiの 仮 説 に対 抗 す る 形

で 「労 働 在 庫(reservelabor)」 仮 説 を提 起 して い る 。サ ー ビス業 の よ うに 在庫

が しに くい製 品 を生 産 して い る巌業 ほ ど労 働 を余 分 に保 持 して お く.とい う考 え

方で,製 品在 庫 と労 働 の 保 蔵 が代 替 的 で あ る とい う仮 説 で あ る。 た だ この 仮 説

で は 出荷 量 に対 す る生 産 調 整 を 問 題 に して お り,生 産 量 の 変 動 に対 して 雇 用 人

員 を調 整 す る.仕方 を問 題 にす る 「特 有技 能 」 仮 説 とや や 次 元 を異 に して い る。

欧 米 に 関す る実 証 結 果 の サ ー ベ イ を村 松 〔1991〕 は してい るが,そ の ポ イ ン

トを 示せ ば,米 国 に関 して は一 次 金 属 や輸 送用 機 器 な どの耐 久 財 産 業 の ほ うが,

衣服 や 出版 な どの非 耐 久財 産 業 よ り も速 い とい う結 果 が 出 て お り,米 国 で は労

働 在 庫 仮 説 が一一見 成立 しそ うで あ る%こ れ に 対 して,も う ひ とつ の 説 明 仮 説

は,Medoff〔1979〕 が 明 らか に した よ.うに,.時 間調 整 よ り も レ イ オ フ を 好 む

米 国 の 組 合 政 策 を 反映 して い る,と い う解 釈 もあ りう る。

イ ギ リ ス に関 して は,比 較 的 最 近 のBurgess〔1989〕 の 研 究 に よれ ば,離 職

率 が 高 く調 整 が速 い衣 服 産業 な どの産 業 が あ る一方,離 職 率 が 低 く組 合 の振 抗

が 強 い 自動 車 や 金 属 産 業 な どで 調 整 が 遅 い こ と.を示 して い る。 この イギ ワス の

結 果 は 日本 に似 て お り,む しろ米 国が 特 異 で あ る よ う に思 わ れ る。

日本 で は ど うか 。 村 松 〔1981}で は,雇 用 と生 産 の 直接 の 関係 で は な く,雇

用.変化 率(匹 入 職 率一 離 職 率 ま た は レイ オ フ率 〉 と,実 労働 時 間/.所 定労 働 時

間 の比 率 の 関係 を 日米 の 製 造 業 中分 類 産 業 に適 用 し,そ の 雇 用 調 整 係 数 を産 業

特 性 に 関連 させ たb推 定 上 の 問 題 は あ るが,そ こか ら女.丁従 業 員 比 率 や 時 間 当

7)Smジth〔1985)が 分析している。
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たり低賃金が 日米共通に調整係数を高める要因であり,米 国に関 してはそれに

加えて組合組織率が調整係数を高めることをみいだした。前者を産業に固有な

「特殊熟練」仮説で説明し,後 者を組合の雇用保障に対する日米の政策の違い

で説明した。

島田 ・細川 ・清家 〔1982〕は,日 米の中分類製造業にFair〔 珀69〕 の過剰.

雇用モデルを適用 した。そこか ら過剰雇用に対する調整速度を日米で比較する

とほとんどの業種で米国が大きいこと,日 本では皮革や繊維などの労働集約的

な軽.「業で大きく,化 学や鉄鋼などの装置産業的な重化学工業で小さいことを

みいだ した。ただ,米 国との類似性はそれほど明確ではない。また1974年 以前

と以降〔74年一79年)で は,以 降のほうがすべての業種で調整速度は低下する

という結果が出ている。調整速度の時点問の違いについては後に触れよう。

.村松 〔1991〕は1愛 知県のIF分類製造業に関 してr工 業統計表』の年次デー

タを用いて通常の雇用関数を推定 して,産 業間の係数の違いを関連させた%

調整速度に関しては,資 本装備率や小規模従業員比率と一応期待された相関を

示 したが,雇 用の長期の生産弾力性に閲 しては,衣 服,出 版,家 具,金 属製品

などの小規模比率の高い産業ほど大きいことを期待 したが,そ うではなかった。

なぜこのような産業で生産に対する雇用の変動が小さいのか。企業規模間の比

較のところで検討 しよう。

産業別の分析からは,「企業に特有な技能」仮説も日本やイギリスでは一定

の説明力を持っているが,米 国に関 しては 「レイオフ ・リ.コール制」の影響が

それを凌駕しており,確 定的な結果はまだ得られていないといえよう%

8>そ れ以前に篠塚 〔1996〕は,1994年 までの月次デー タによ って三つ の景気循環 ごとに通常の雇

用関 数を14の 製造業 に適用 した。その結果,三 つの期 間を通 して統計的 に有意な係数が得 られた

業種 は少な く,全 体 として推定結 果は きわめて不安定 であ ったことを報告 してい る。なぜ不安定

であ ったのか。変化 の小 さい月次デー タを用いたか らではなかろうか。

9〕 そ れ以外 に大分類 の産業に閲 しては,黒 坂 〔1988〕は,サ ービス産業が製造業 よりも調整速度

が大 きいという結 果を出 してい る。 ・方井出 〔1993h〕では,Coimegr訓011Tじ5[とEnorCOrrcじ ・

tionMod巳1と いう時 系列分析 の手法 を用い て大分類産業 に関 して雇用調整関数を措定 し』〔い る。

残念 なが ら分析の統計的な意義は よくわからないが,調 整速度 は常用雇用者 に関 して鉱業,エ ネ

ルギー業,サ ー ビス業 はきわ めて小 さ く,そ の他の産業 間で はそれほ ど違いは ない。 む しろノ
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3-3企 業規模別の雇用調整

日本では企業規模間で賃金などの労働条件に目立 った格差があ り,雇 用.も大

企業では安定的であるが,中 小企業では不安定であり,経 済は 「二重構造」を

形成 しているという見方が一般的である。では,雇 用調整に関 してはどのよう

に違 うのか。

規模別の分析でも篠塚 ・石原 〔1977〕が先駆けているが,小 企業に関 しては

通常の雇用調整関数の説明力が弱いことをみいだ した。その後,篠 塚 〔1979〕

では規摸別の生産指数を使 うなどの改良を行い再度試みた。その結果,小 企業

(正確 には5人 か ら29人規模の事業所であるが)で は,生 産量 と賃金 ・価格比

の変数に失業率を加えた場合には,生 産の係数の有意度 も上が り,賃 金の係数

も期待された負の符号を示 した。そして,失 業率の上昇は雇用を高めるように

作用 した。・一方,大 規模企業(正 確には事業所規模30人 以上)で は,失 業率の

上昇は雇用を低めるように作用 した。

雇用関数に失業率が入るのを,理 論的にはどのように説明するのか。小企業

では人手不足の時期に必要雇用量が確保で きないために労働市場の需給条件に

制約 され,需 給がゆるんだ ときにその不足分を確保するという説明を篠塚

〔1979〕は与えている。

特殊技能仮説に従えば,規 模が小さいほど労働者への投資は少ないと予想さ

れ,調 整速度は速 くなるはずである。また,生 産量 と直接にリンクしない営業

職や技術職などのいわゆる 「間接労働(overheadlabor)」 も少なく,そ れゆえ

雇用の生産弾力性 も大 きくなると予想される。先の村松.〔1991〕による産業間
'の 比較で もそうであ

ったが,小 規模ほど調整速度は速いが,雇 用の生産弾力性

.は大 きくはなっていなかった。小規模における雇用の決定に関 しては,通 常の

雇用関数では説明できないようだ。

振 り返ってみれば,通 常の雇用関数の想定は,あ る賃金の下で企業が生産量

＼非常用雇用者を含 む全一般雇用者では,常 用雇 用者だ けに比べて調整速度が大 きくな っているこ

とを強調 してい る。
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の変 動 に 応 じた最 適 な 雇 用 量 へ 実 際 の 雇 用 量 を徐 々 に 近 づ け る とい う行 動 で

あ った 。言 い換 え れ ば,静 態 状 況 にお け る労働 需 要.曲線 へ接 近 す る調 整 で あ り,

労 働 供給 側 に制 約 さ れ な い,と い う想 定 で あ った 。 雇用 に 関 す る調 整 と して は,

供 給 側 の調 整 が 強 い,と い う想 定 もあ りう る。 あ る賃 金 の 下 で た ま た ま就 業 し.

てい たが,別 の 良 い 雇用 機 会 が あ れ ぼ 移 ろ う とす る場 合 や,小 規 模 で あ るが ゆ

え に参 入 が 容 易 で あ り,.他 に雇 用 機 会 が な けれ ば 自 ら雇 用 を作 り出す とい う行

動 も考 え られ る。

Freeman〔1980〕 は,現 実 の雇 用 量 と賃 金が 通 常 の需 要 関数 や 供 給 関数 か ら

離 れ てい る状 況 を想 定 し,雇 用 と賃 金 が 需 要 側 か 供 給側 の どち らに対 して強 く

反 応 す るか に よ ってふ たつ の タ イプ に分 けた 。 モ デ ル1は,雇 用 量が 需 要 側 の

不 均 衡 に 反応 し,賃 金 は供 給 側 に反 応 す る タ イ プで,「 要 素 市 場 モ デ ル」 と呼

ばれ る。 通 常 の 労働 市 場 モ デ ル は この タイ プで あ ろ う。 そ れ に対 して,.モ デ ル

田 よ 「生 産 物 市場 モ デ ル」 と呼 ばれ,雇 用 量 は供 給 側 に 強 く反応 し,賃 金 は需

要 側 に反 応 す る。 農 産物 な どの小 規 模 か ら な る競 争 的 な 製 品 市場 を念 頭 に お い

て い る と思 わ れ るが,小 規 模 か らな る建 設 業 な どの 労働 市 場 に も当 て は ま る,

と考 え られ る。

・1この よ うな モデ ル 且を建 設 業 に適 用 した のが 村 松 〔1990〕 で あ り,建 設 業 の

雇用 量 は求 人 ・.求職倍 率 に対 して負 に反 応 し,ま た 製 造 業 の 雇 用 量 に も負 に反

応 した。 つ ま り労働 需給 が 弛 む と き雇 用 を吸 収 す る よ うに作 用 した 。 そ の 具体.

的 な企 業 お よ び労 働 者 の 行動 メ カニ ズ ム は まだ 明 確 で は な い が,経 済全 体 と し

て失 業が 顕 在 化 しない仕 組 み とな って い る,と い え る。 篠 塚 〔1979〕 の小 規模

製 造 業 の雇 用 関数 にお い て,失 業 率 が 正 の符 号 で 効 い た の も,以 上 の モ デ ル の

も とで理 解 で きるで あ ろ う。

この よ うな仕 組 み は 「二 重 構 造 」 モ デ ルに お い て.中 小 企 業 が 不 況 期 に ク 甲

シ ョンの役 割 を してい る と言 わ れ て い る こ とに対 応 す るが,い わ ゆ る大 企 業 の.

「きっ ち り した 堅 い構 造 」 に対 して,あ る 意 味 で 「柔 軟 性 」 を持 つ 小 企 業 か ら

な る労働 市場 の特 性 を示 してい る と思 わ れ る。

一

網

一隅
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照山 〔1993〕は企業規模別に労働市場を想定し,日 本銀行 『全国企業短期経

済観測』の企業規模ごとの 「雇用人員の過不足についての判断」を利用 して,

short-sideの想定をした不均衡計量モデルを推定 している。そこか ら,.大企業

の労働市場では常に超過供給状態にあり,中 小.企業の労働市場では超過供給期

と超過需要期が交互に存在 していることが示された。そして,雇 用 と労働時間

の長期水準への調整速度は,規 模間では差はなく,賃 金の調整速度は大規模ほ

ど遅いことが導かれた。小規模における賃金は大企業よりも伸縮的ではあるが,

需給を即時に均衡させるほどではないことが注目される。

このように中小企業の労働市場は,大 企業を.念頭においた雇用調整とはかな

り様相が異なる。その背後にはどのような企業行動 と労働者の行動があるのか

は,.ま だよくわかっていない。今後の課題であろう1の。

3-4調 整速度の非対称性

前説で説明 した部分調整による雇用関数は,必 要雇用人員と前期の雇用人員

とのギャップに比例的に今期の雇用人.員を調整す るという単純な想定をしてい

た。その背後には,雇 用調整コストが2次 関数で近似できるという想定から導

かれたが,こ の想定はむ しろ便宜的なもので,.現 実的かどうかは何とも言えな

い。まず,雇 用量を増加させる場合と減少させる場.合で同一の調整速度である

かどうか,・むしろ違うのが普通ではないか.という 「非対称性」が問題となる。

では雇用量が増加する場合と減少する場合では調整速度はど.ちらが大きいと

予想されるのか。増加する場合には採用や初期の訓練費用が調整費用の主要な

項目となり,減 少する場合には,解 雇手当てや人員削減に至るまでの紛争 コス

トがかか り,後 者のほうが面倒でコス トもかかるゆえ,調 整速度は減少する場

10)規 模別 に関 しては,水 野 〔1985〕も推定 して いる。 そこで は5-29人 に関 して は生産 に関 して

有意な係数が得 られていない。大竹 〔1988〕は,賃 金と雇用の 同時調整モデ ルによ って年次 デー

タで製造楽の規模を30人 以上を≡つ に分 けて比較 してい る。雇用量は延べ労働 時間で測っている

が,雇 用の調整速度をみる と,規 模 が小 さいほど大 き くなってい る。 しか し,そ れほ ど顕著な差

はない,短 期の生産の係.数は規模が 小さいほど小 さ くなってい る。
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含 に小 さい と予 想 さ れ る。 で は実 証 結果 は ど うか 。実 際 に期 間 を場 合 に分 けて

推 定 す る こ.とは 統 計 上 もか な りや っか い で あ る 。Hamermesh〔1993〕 の サ ー

ベ イに よれ ば,む しろ増 加 時 期 の ほ うが 調 整 速 度 は小 さい とい う結 果 が 多 い 。

これが 調 整 コ ス トの差 を反 映 す るの か,そ れ と も好 況 時 に は採 用 が 困 難 に な る

とい う,企 業 が 直 面 して い る供 給 側 の要 因 に よ る のか が 識 別 で きな い ,と い う

問題 を指 摘 して い る1㌔

村 松 〔1983〕 の 第8章 で は,推 定 期 間 を順 次 移 しな が ら雇 用 関 数 を推 定 す る

とい う 素朴 な方 法 を 用 い て,1974,75年 頃 を 境 に 調 整 速 度 が 速 く.なる とい う

「構 造 変 化 」 が あ った こ と を示 して い る。 そ の 変 化 を企 業 が 直 面す る労 働 市 場

の 需給 状 況 に よ って,緩 くなれ ば 速 くな る とい う想 定 の も とに,調 整 速 度 を失

業率 の増 加 関数 と して 組 み 込 ん で 推 定 す る と,一 応期 待 さ れ た結 果 を得 たが,

それ に よ って 「構 造 変 化 」 の 可 能 性 が 消 え た わ け で は なか った 。

島 田他 〔1982〕 や 黒 坂 〔1988ユ,最 近 の 経 済 企 画 庁 編 〔1992〕 な どの推 定 で

は,1974年 以 降 雇 用 調 整 速 度 は 低 下 した と報 告 され て お り,村 松 〔1983〕 と矛

盾 した結 果 とな っ て い たbそ の 点 を 問題 と してBrlmello〔1984〕 は,東.京 証

券 市 場 一.一部 上 場 企 業 に お け る有 価 証 券 報 告 書 の デ ー タを 用 い て,業 種 ご とに

Translogの コ ス ト関 数 を適 用 し,65-73年 と74-81年 に分 け て 構 造 変 化 の 可 能

性 を探 った。 そ こか ら,ほ とん どの 業 種 で 調 整速 度 を 速 め る変 化 が あ った 。

そ して 生 産量 の伸 びが 大 き い 自動 車 の よ うな 業種 で は,む しろ ゆ っ く り した 調

整 で あ る が,造 船 な ど の よ う に生 産 量 が 低 下 して い る業 種 で は,調 整 速 度 が 速

くな って い る こ と を 見 いだ したL2,。

側一

11)Beggetal.〔1989〕 は,「 内部者一 外部者(insidcr・outsider)」の枠組か ら雇用 の増加 が期待 され

る時 と,減 少す る時では内部者 の賃 金や雇用への態度 は対称的で はない として,労 働 需要関数の

予測値 を用いて区分 して,イ ギ リス と日本,西 ド.イツの全雇用者 に関 して推定 している,、イギ リ

スに関 して,期 待 され る雇用増加 に対 してある一定以上で ない と増加 しないが,傾 きに有意 な詫

はなか った。 日本に関 して も,全 雇 用者であ るため に減少時期の区分が少ない という点 もあ り,

有意な結 果は得 られていないが,こ の手法 は参考 になる。

12}同 じくBrunello〔 正985〕で は,大 蔵省の 「法人企 業統 計』 を用い て,同 様な推定 ノ∫法に よっ

て調整速度 を速め るような構造 変化があ った ことを報告 している。井 出 〔1993:4)は.日 本の製

造業に関 して生産量の伸 び率 を基準 に区間を分けて,雇 用 調整の非対称性 をErrorCorrection/
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これ ら の結 果 は通 常 の 雇 用 関 数 とは推 定 方 法 が 異 な り,そ の評 価 は むず か し

い 。 た だ言 え そ う なの は,第 一 次 石 油危 機 前 後 の よ うな変動 が激 しい時,と く

に 雇 用減 少 の大 きい 時 を含 む場 合 に は調 整 速 度 は大 き くな り,雇 用変 動 が 小 さ

い安 定 期 で は小 さい よ う に思 わ れ る 。 ま た産 業 問で もか な りの 違 い が あ り,集

計度 の高 い デ ー タで の 推 定 は,必 ず し も代 表 的 な 企業 の行 動 を示 さ な い恐 れ も

あ りそ うで あ る。

Hamermesh〔1989〕 は,あ る米 国 の 企業 に お け る事 業 所 ご との 生 産 量 と雇

用 量 の 変 化 を調 べ た。 そ こで は大 き な変 化,と.く に 「下 方 へ の 大 きな変 化 」

に対 して雇 用 量 は敏 感 に反 応 す るが,小 さ な変 化 に は ほ と ん ど反 応 しな い 。 と

ころ が,事 業 所 を集 計 す る と,生 産 量 の 変化 に対 して ス ム ー ズ に少 しずつ 変化

す る 雇用 量 の変 化 が 現 わ れ る こ とを示 した。 そ して,事 業 所 の 雇 用 変化 に 関 し

て は,あ る雇 用 変 動 量 を基 準 に 「ス イ ッチす る.関数 」 の ほ うが 当 て はま りが よ

い こ とを示 した。

Hamermesh〔1993〕 の 結 論 の ひ とつ と して,集 計 度 の高 い デ ー タの 分 析 に

よ っ て企 業 の調 整 行 動 を推 し量 る こ とに対 して警 告 してい るが,日 本 に 関 して

もそ れが 当 て は ま る。 個 々 の 企 業 別 の分 析 が 今 後 は必 要 で あ ろ う匠㌔

Iv企 業における雇用調整

4-1解 雇 は い つ 起 こ る の か

前 節 で は 雇 用 調 整 と い っ て も,集 計 さ れ た 産 業 に お け る 雇 用 人 員 ま た は 延 べ

労 働 時 間 の 変 化 を 扱 い,採 用 や 配 転,ま し て や 解 雇 な ど の 人 員 整 理 を 直 接 扱 っ

＼Mudelを 用いて推定 している。 その結 果.生 産量 の伸 び率 の低 い期 間で は雇用 の変化率が小 さ

い とい う定数項のシ フ トの非対称性が認め られたが,調 整速度 には有意な差 ぽなかった。

13)日 本 で も,個 別企業 の雇 用人員 のデー タを使 って分 析 した研究 が ないわ けで はな い。神 代

〔1983〕は大企 業の雇用調整 を調べ るた めに,上 場.企業の従 業員数 を用い,そ れを産業 ごとに集.

誅 して通常の.雇用関数 を推計 してい る。その結果,22業 種の うち8.業 種 で しか よい結果がえ られ

なか ったが,全 体 と してみると調整速度 はきわめて小さい ことを見いだ してい る。産業 ごとに集

計 して推 定 しているが,個 別企業 ごとに推定す ると,お そ らくもっと不安定 な結:果になると予想

される.そ の事実 を直視 して,.今 後 は 「スイッチ関数」な どの工 夫を して分析 を進め るべ きであ

ろ う。
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て い るわ けで はな い 。 日本 に は 「終 身雇 用 慣 行 」 が あ り,欧 米 とは違 っ て解 雇

は よ ほ ど の こ とが ない か ぎ り起 こ らな い,と 言 わ れ て きた 。 雇 用 人員 の調 整 速

度が 遅 く,主 と して 労働 時 間 で調 整 して い る とい う特徴 が あ る と して も,深 刻

な不 況 期 に は,日 本 の 大 企 業 とい え ど も経 営 が 危 機 に陥 った と きに は,解 雇 を

行 っ て き た。

労 働 省 の 「労 働 経 済 動 向 調 査』 に よれ ば,第 一 次 石 油 危 機 後 の不 況 時,最 も

雇用 調 整 の実 施 が 多 か った の は1975年 の1-3月 で,7%の 事 業 所 が 「希 望退

職 募 集 ・解 雇 」 を行 って い る。 ま た,.円 高 不 況 時 に は1986年10-12月 で3%と

な って い る。 また,労 働 省 が 不 定 期 に行 っ た 『雇 用 変動 総 合 調 査.(1979年)j

で は,.1975年1月 か ら78年6月 まで に 「希望 退職 ・指 名 解 雇 」 を行 った 事 業所

は,製 造 業 に お い て 平 均 で 約2割(19.4%),1.000人 以 上 の 企 業 で も2割

(20.4%)で あ った 。 この 時期 に は 単 に一.一部 の企 業 にの み 解 雇 が生 じた わ けで は

な い 。

で は解 雇 は いつ,ど の よ うな状 況 で 起 こ るの か 。.それ につ い て小 池 〔1983〕

で は,セ メ ン トと電機 産業 に お け る上 場 企 業 の経 営業 績 と解 雇 の発 生 を調 べ,

生 産 量 の 変化 よ りも経 営 業 績 の悪 化 が 関 係 して お り,2期(年)赤 字 が 続 く と

解 雇 に踏 み 切 る企 業 が 少 な くな い こ とを発 見 した 。 村 松 〔19866〕 で は 大 手 工

作 機 械 メー カー13杜 を 調 べ,こ の 「二 期 赤 字 解 雇 」 とい う経験 則が 当 て は ま る

こ とを確 認 した 。 他 に 伊 藤 〔199⑪〕 も,化 繊 大 手 企 業4社 の事 例で は あ るが,

同様 で あ る こ とを 報 告 して い る 。

ユ978.9年 と1986,7年 に か け て 造船 部 門 を抱 え る造 船 重 機 の 大 手 の 企業 が,軒

並 み 人 員 整 理 を した こ とは 記憶 に親 しい 。 ま 鵡 昨 年 か ら新 聞 紙 上 に出 る人員

削減 の例 を 見 る と,.こ の 経 験則 が 当 て は ま る か,、む しろ1期 目が 赤 字 で,2期

目に赤 字 が 出 る恐 れ が あ る時 に 起 こ る事 例 も見 られ る】%

】4)最 近出た中島 〔1994)は,主 として今回の不 況時において大企業 における人員整理の状 況を個

別企業ご とに調べ,過 去 との対比か ら,.日 本の雇用調整の真の特徴 を明 らか にしている。その結

果は ここでの結論 とほぼ 同じであ る。
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この頻 度 は海 外 に比べ れ ばや は り遅 い ので は ない か とい う見 方 もあ ろ う。 た

しか に米 国 で は ひ ん ぱ ん に レ イ オ フが あ り,そ の 率 もか な り高 か ったL%た だ

し,事 業 所 の 閉鎖 に近 い よ うな大 規 模 な解 雇 につ い て は ど うか 。 企 業 の業 績 と

解 雇 の 関係 な どに関 す る研 究 は寡 聞 に して知 らない 。

生 産量 よ り もなぜ 経営 の赤 字 が影 響 す るのか 。 経 営 の 赤 字 は 単 に利 益 が 減少

し,.そ れ が た また まマ イナ スに な った とい う連 続 性 とは違 う衝 撃 を持 って い る

よ うに思 わ れ る。 企 業 の債 券格 付 け の変 更 な どに よ り資 金 コス トも急.L昇 す る 。

思 い切 っ た りス トラ を決 意 させ る経 営 行 動 に関 す る分 析 が 必 要 で あ ろ う。 そ の

場 合 人員 削 減 は2割 前 後 とな り,か な り大 きい 。 そ して 大 手 の 場 合,か な りの

特 別 退 職 手 当 を条 件 に出 す 。 それ に よ っ て その 期 は大 幅 な 特 別損 失 を 計 上 す る 。

これ も,マ イ ナ スの 方 向 で は あ るが,将 来 の経 営 建 直 しをね ら った 一 種 の投 資

とみ る こ とが で き る。

この よ うな企 業 行 動 め 分析 もす で に あ るか も しれ ない が,少 な く と も我 々 の

分 野 で は欠 け てい た よ うに 思 われ る。 そ の理 由 の ひ とつ は,日 本 の 企 業 は め っ

た に解 雇 をせ ず,た また ま起 こ るの は 「構 造 不 況 業 種 」 て あ る と して 例外 扱 い

をす る見 方 が 一 般 的 で あ った か らで は な い だ ろ うか 。 しか し,』先 の 工 作機 械 で

もそ して造 船 業 で も,産 業 と して み る とそ の後 の業 績 は世 界 的 にみ て もけ っ し

て悪 いわ けで は ない 。

4-2解 雇 とその代替手段

経営不振に陥った企業が正規従業員の解雇に至るまでには,.残業規制,採 用

抑制,臨 時従業員の再契約停止,事 業所間の配転や関連企業への出向,そ して

一時休業(一..・時帰休)な どの多様な手段があり,そ れ らがまず行われる。とり

蔦〉 村松 〔1986.〕によれば,『 雇用動向調査」 の離職理 由別離職者数か ら製造業の解雇率を推定 す

る と最 も高か った1975年 で男子で2%,女 子 で3%で あった。米国では,レ イオフとい って も再

雇用優先権付 きの 「 ・時解雇」であ るために,再 雇用率 を差 し引い た1恒 常的 なレイオフ率」 を

推定す る と,1965'-Fか ら1981年 の平均で5.4%で ある。 日本に比べればやは り高いが,通 常の レ

イオフ率 の3分 の1程 度 とな る。
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わ け 関 連企 業 へ の 出向 は欧 米 で はめ ず ら し く,ま た,鉄 鋼 業 な どの 大 企 業 が 長

年 大 量 の 出 向者 を抱 え て お り,こ の よ うな手 段 で解 雇 を しない で 済 んで い る,

とい う見 方が 普 通 で あ る。

で は そ の よ うな手 段 が ど の程 度.解雇 に 対 す る代 替 効 果 を持 って い るの か 。村

松 〔1986a〕 で は,『 雇 用 変 動 総 合 調 査』 を用 い て それ を調 べ た 。 そ こか.ら,事

業所 間配 転 や 出 向 の効 果 は,企 業 規模 が.大き くな るほ どや や 人:きくな るが,普

通 に 思 わ れ て い る ほ どで は ない 。 む しろ,労 働 者 の 「自己 都 合 離 職 」 が 人 員 削

減 と と もに 上 昇 し;そ の 効 果 の ほ うが 大 きい とい う結 果 を得 た 。 ま た,大 竹

〔ユ989〕 で は,.円 高不 況 時 の 調査 で あ る 「産 業 労 働 事 情 調 査一1988年 版』 を用 い

て分 析 した結 果,新 設 部 門 へ の 配 転 や 出 向 は む しろ解 雇(希 望 退 職)を 引 き起

こ して い る とい っ。

人 員変 化 の定 義 式 か ら解 雇 との代 替 は 自明 で あ る,と い う見 方 が され が ち で

あ る 。 だ が配 転 や 出向 が 解 雇 を防 い で い る とい う見方 はそ れ ほ ど確 か な こ とで

は な い1㌔

不 況 に よ り経 営 不 振 に陥 った 企 業 が解 雇 を した り倒 産 した り して,失 業 が.発

生す る の を未 然 に 防 ぐ目的 で1975年 か ら失業 保 険 が拡 充 され た 。 そ して 一 時休

業や 訓練,出 向 な ど に対 して 企 業 が 支払 う賃 金や 費用 の一 部 を支 給 す る 「雇 用

調 整 助 成 金 」 制 度 が 作 られ た 。 そ の 後 変 遷 して い るが,こ の よ うな制 度 が所 期

の効 果 を発 揮 して い るの か ど うか が,雇 用 政 策一ヒ重 要 で あ る。 日本 に関 して は,

篠 塚 〔1989〕 が 詳 しく検 討 し,そ の効 果 を め ぐっ て労 働 省 との 問 で 論 争 が展 開

16)解 雇の代替手段 として,理 論 的に もまた実際 にも重要であるのは賃金の低下 であろ う。第二次

石油危機後の不況に際 して,日 本が 深刻で なか ったのは実質賃金 を伸縮的に低 下させ たか らであ

る,と いう見 方が広 まった。「賃金 の伸縮性」の 問題 はそれだけで も数多 くの研究があ り,こ こ

で は詳 しく触れ ることはで きないが,賃 金の雇用へ の影響の大 きさが重要である。それにつ いて.

村松 〔1965〕ではそれまでの雇用関 数の推定か ら展望 したが,そ の大 きさは米 国に比べ て もか な

り小さい。 また,個 別 企業で みて賃金 を伸縮 的 に変動 させ て解雇 を防 いだか どうか を,村 松

〔79866]で は大 手工 作機械 メー カー.13社 で検討 してい る。その ような企業 は.13祉の うち1社 し

か な く.80年 代 前半で1社 だけ'が解雇 を行 ったが,そ の企業 の平均 賃金 は 「相場 賃金」よ りも

む しろ大幅に低 かった ことを示 している。 この問題 に関 してはい くつかの研究があ り,Tachib己 ・

naki〔1987〕 が展 望 している。代表的 なもの として大竹 〔1988〕を挙げてお く。

ヨ

,i:

樫

.

レ
.

P

「



92(92).第155巻 第1号

され た 。 た だ し,効 果 を推 定 す る た め の判 定 の基 準 を どの よ うに 設 定 す る かが

むず か し く,確 定 的 な結 果 は 出 て い な い 。

Abraham-Houseman〔1993a〕,〔19936〕 は,米 国 との比 較 を 念 頭 にお い て,

西 ドイ ツに お け る解 雇 予 告 の 制 定 や 操 業 短 縮手 当 な どの雇 用 調 整 へ の 効 果 を推

定 して い る。 そ こで は雇 用 関 数 を基 礎 に して,雇 用調 整 を な だ らか にす る とい

う意 味 で効 果 が あ る.とい う結 論 を出 して い る。

こ の よ うな 政 策 効 果 を き ちん と推 定 す る に は,Hamermesh〔1993〕 が 第8

章 の 結 論 で 述 べ て い る よ うに,集 計 度 の 高 い デ ー タで の 分析 で は 限界 が あ り,

雇 用 調 整 費 用 を明示 した うえで 個 別 企 業 の 雇 用 調 整 行 動 を確 定 しな くて は な ら

ない だ ろ う。

V結 論にかえて

主 として日本を対象とした雇用調整に関するこれまでの研究を展望してぎた。・

そこから得 られたことを要約すれば,以.ト の6点 にまとめ られる。

1)通 常の雇用 関数の推定から,日 本の雇用人員の調整速度は米国に比べて

かなりゆっくりではあるが,ド イツやイギリスとはそれほど変わらず,米

国が特に速いとい うよく知られた事実は最近で も変わ らない。

2)そ の分,労 働時間での調整が 日本では大きいが,そ れが雇用人員の調整

を完全に補うほどではなく,作 業速度の調整は無視できない。

3)通 常の雇用関数は,集 計度の高いデータでおおよその検討を知るにはい

いが,産 業別や企業規模別,そ して景気変動の局面別では必ずしも安定的

な結果をもたらさないp

4)と くに,.小規模からなる建設業などの産業における雇用決定については,

労働の供給側の影響が大きく,不 況期に雇用を吸収するメカニズムが働い

ているようだ。しかし,そ の背後にある企業および労働者の行動に関して.

はまだよくわからていない。

5)通 常の雇用関数の背後にある想定=2次 関数の対称的な雇用調整費用 と.
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.そ の も とで 導 出 され る部 分 的 に ス ム ー ズ に調 整 す る とい う企 業 行 動 は支持

さ れ て は い ない 。 そ れ には 個 別 企 業 の 雇 用行 動 を て いね い に分 析 す る必 要

が あ る。

6)個 別 企 業 の雇 用 調 整 で は 「2年 赤字 が継 続 す る と解 雇 が 発 生 しゃ す い」

とい う経 験 則 が 見 られ る。 しか も従 業 員 の2割 前 後 とか な り大 幅 な 削 減 で

あ る。 この よ うな 企 業 行 動 の 理論 的 な分 析 が 必 要 で あ る。

.総 じてか な り消 極 的 な 結 論 とな っ て しま っ たが,今 後 に残 され た課 題 は た く

さ んあ り,我 々 の 仕 事 に は不 足 は な さ そ うで あ る。

最 後 に,多 少 積 極 的 な 示 唆 を示 そ う。 これ まで の結 果 を踏 まえ て個 別企 業 に

お け る 雇 用調 整 行 動 を 図式 的 に 示 せ ば,次 の 図一1のBの よ う にな る と思 わ

れ る』 横 軸 に雇 用 人 員 め 必要 量 と現 行 人員 と の ギ ャ ップ を と る と,あ る マ イ ナ

ス の雇 用 ギ ャ ップ κ よ り少 な い場 合 〔絶 対 値 で)や プ ラ ス の ギ ャ ッ プ に対 し

て は調 整 速 度 は ス ムー ズ で小 さ い が,κ 以 上 の ギ ャ ップ に対 して は非 連 続 的で

か つ 大 きな 調 整 が 行 わ れ るの で は な い か 。κ に は生 産量 だ けで な く経 営 の赤 字

が 関 係 して い よ う。 そ の背 後 に は,解 雇 に掛 か る費 用や 抵 抗,労 働 者 の モ ラー

ル,企 業 の 評 判 な ど は 解 雇 量 の 多 少 に は そ.れ ほ ど 関 係 せ ず,Hamermesh

図一1非 対 称的な雇用調整 関数
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〔1987〕が分析 した 「.一括的な調整費用」 とい う性格を持つと考えられる。

.このような調整行動が当てはまるとすると,そ れを集計 したマクロレベルで

の雇用変動は,不 況が深刻な企業や産業を含む程度が大きいほど」通常の雇用

調整速度は大きくな り,安 定期では小さくなるであろう。 しかし,全 期間を通

しては不安定にな り,.前節で確認 してきたい くつかの事象が統一的に説明でき

そうだ。

個別企業のレベルでは,.こ のような非連続的な調整行動が以前から現実的だ

とすれば,今 回のような深刻な不況期のたびに 「企業の雇用行動が変わった」

とか 「日本の雇用慣行が崩壊 した」などと騒 ぐこと もな く,景 気変動を通して

統一的に捉えることができよう。

この仮説を理論化 して検証するには,個 別企業別の,そ れも人員整理を経験

した企業を対象にす る必要がある。幸い,日 本の 「有価証券報告書』は米国と

違って従業員に関して比較的詳 しく記載されてお り,手 軽に利用できよう。た

だ,解 雇の仕方や解雇者の属性などに関 しては別の情報が必要である。これら

に関する研究を今後の課題 としたい17:1。
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